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ニュース詳細

· スタンダード銀行：中国本土の２０１３年成長率は７．８％に

【１２月３日　新華網】スタンダードチャータード銀行は、２０１３年のグローバル経済の成長予測を発表し、２０１２年の中国本土の経済成長率は７．７％で、２０１３年は７．８％に達するとの見方を示した。同行大中華エリアの王志浩研究主管によると、中国本土の経済が底を打って反転上昇し始めたとする同行の見通しが正確で、中国本土経済はすでに軟着陸を達成したという。また同行の報告によると、中国本土の不動産購入制限措置は取り消されないものの、小幅の調整は行われる見通しだという。王研究主管はインフレ水準について、今年の中国本土の平均インフレ率は２．６％となり、２０１３年はゆっくり上昇して年末時点で再び５％台に乗り、通年では４％になると予測する。
· 国家統計局：消費者物価上昇率２％台に
【１２月９日　国家統計局】国家統計局が９日発表した１１月の消費者物価指数（ＣＰＩ）上昇率は前年同月比２．０％と反発、３カ月ぶりに２％台に乗せた。前月比では０．１％の上昇。うち食品価格は０．４％上昇し、全体を押し上げた。非食品価格は横ばいだった。賃金や地価の上昇、需要回復などを受け、ＣＰＩの前年同月比上昇率は１０月（１．７％）に底を打ち、加速に転じたとの見方が大勢。当面、追加金融緩和の公算は小さくなったとの観測が出ている。１１月の鉱工業生産は前年同月比１０．１％増。伸び率は前月比０．５ポイントアップし、８カ月ぶりに２桁を回復した。

· 格差：中国のジニ係数は世界平均上回る、貧富格差の問題深刻
【１２月９日　京華時報】西南財経大学は「中国家庭金融調査報告書」を発表した。同報告書によると、２０１０年の中国の世帯のジニ係数は０．６１となって、世界平均の０．４４を超えた。ジニ係数は、社会における所得分配の不平等さを測る指標。中国の１０年のジニ係数を地域別にみると、都市部が０．５６、農村部が０．６０となり、貧富格差が大きいことを示した。中国家庭金融調査研究センターの甘犁主任によると、中国の所得格差は特に大きいが、各国の経済発展過程から見れば、高いジニ係数は経済の飛躍的発展に伴う正常な現象で、市場が効果的に資源を配置した結果であり、恐れるものではない。所得格差の縮小は政府の再分配政策を通じて短期間内に実現することができるが、長期的に見れば、全面的な教育レベルの向上を通じて機会の均等化を実現しなければならない。

· 自動車：日本車の市場シェア、ピーク時の３０％から８％に低下
【１２月６日　人民網】日本車の中国市場での販売台数は、今年１１月になり減少幅が縮小されたが、低迷の流れが緩和される兆しは見えない。日本車はかつて中国市場で最高３０％のシェアを誇っていたが、現在は８％まで低下している。中国市場で高いシェアを占める日系４大自動車メーカーのトヨタ、ホンダ、日産、マツダはこのほど、１１月の中国販売データを公表した。前年と比べ、４大メーカーの販売台数は約３割減となった。

· 若者：中国人大学生の目に映る日本人大学生像
【１２月５日　人民網】中国人大学生の日本体験プロジェクト「走近日企・感受日本（日本企業に触れ、日本を感じよう）」の第１１回訪日団は２７日、京都の同志社大学を訪問し、若者が関心を寄せる問題について同大学の学生らとグループ討論を行った。日本人学生たちの印象について、北京化工大学の陳露さんは「日本人の学生は非常に親切で礼儀正しかった。若者同士のコミュニケーションの交流に特に興味を持っていた。中国のことがすごく好きで、中国に行きたい、中国を理解したいと思っているようだった」と話した。外国語学院の王希晨さんは「日本人の大学生は礼儀正しく、あいさつやコミュニケーションの面でも優れていた。また、中国文化をよく理解している学生もいた」と話していた。

· 通信：中国のスマホユーザー、世界最多の２．７億人に
【１２月４日　新華網】１２年末の世界のスマートフォン利用者数は前年比４２％増の延べ１１億人に達する見通しだ。うち中国は２億７０００万人の規模で世界最多、増加率は５０％に達する見通しだ。米国著名なインターネットアナリストであるＭａｒｙ　Ｍｅｅｋｅｒ氏が４日に発表した「２０１２年インターネットトレンドレポート」で明らかにした予測だ。同レポートによると、世界の携帯電話利用者数は約５０億人となる見通し。中国のスマートフォン利用者は同国の携帯電話利用者数の２４％を占めるに過ぎないが、米国の同比率は４８％に達する。

· 環境：中国最大の砂漠淡水湖、２６年間で湖水面積が４割縮小
【１２月６日　網易網】陝西省農業リモート・センシング情報センターの最新調査によると、中国内陸最大の砂漠淡水湖である陝西省紅碱淖の湖水面積は３２．８８平方キロに縮小し、１９８６年以降の２６年間で４３％が消失した。陝西省神木県にある紅碱淖は古くから陝西省北部の重要な漁業拠点で、面積が最も大きい時は内モンゴル自治区の東勝市にまで拡大していた。１２年の紅の湖水面積は前年比１．０２平方キロ減少し、１９８６年～２０１２年の２６年間で４３％の湖水がなくなった。専門家によると、紅の湖水面積の縮小は加速傾向にある。現地の気象条件とは関係しておらず、周辺地域の水資源の乱用に原因がある。

■　ノーベル賞：作家の莫言氏がスウェーデンで受賞講演
【１２月８日　新華網】２０１２年ノーベル文学賞を受賞した中国人作家莫言氏が７日、スウェーデンアカデミーで講演を行った。ノーベル基金会では、すべてのノーベル賞受賞者が受賞講演を行う。莫言氏は７日、「物語を語る人」と題して、物語を聞き、話していた子ども時代から、どのように物語を筆で語る人間に成長したのかなど、自身の生い立ちを紹介し、今後も物語を伝えていくと話した。スウェーデンの外交官バクストランド氏は、莫言氏の表現はとても的確だと評価し、「その的確な表現こそが莫言氏がノーベル賞を受賞した理由だと思う。１つ１つの小さな物語が人生を作り出すからだ」と述べた。

· 北京：新築住宅取引額２１００億元(１元＝１２円)突破、３年ぶりの最高値へ
【１２月７日　新浪網】持続的な景気回復に伴い、２０１２年下半期、北京市など大都市の新築住宅取引件数が持ち直し、特に北京市の契約ベース取引額は３年ぶりに最高値に達した。中原地産研究部の集計によると、１２月６日現在、北京市の新築住宅取引額は、１１年の１５１２億元、１０年の１９７１億６０００万元を超え、前年同期比４割増の２１１７億元に達し、１２年通年では０９年以来となる史上最高に肩を並べ、２３００億元に達する見込みだ。北京市の新築住宅取引が大幅に増えた原因は、新築住宅の平均取引価格が前年を下回る１平方メートル当たり２万６５６元となったことだが、業界関係者は、「郊外地区にある物件の成約件数が大幅に増えたことが主な原因だ」としている

· 上海：２０１３年から日本含む４５カ国公民に７２時間ノービザ滞在適用
【１２月７日　国際在線】上海市は２０１３年１月１日から、日本や米国、フランスなどを含む４５カ国の公民を対象とした７２時間ノービザ滞在制度を実施する。上海浦東空港と虹橋空港の入国検査場に専用レーンを設ける。これは国務院がこのほど同意した上海のノービザ政策に基づく措置である。ノービザ滞在とは、外国人が乗継国の法律、もしくは関連規定に基づき、ある国から第三国へ行く場合、乗継国にビザの申請なしに滞在できる制度だ。これまで上海市は一部の国の旅客を対象に、４８時間ノービザ滞在を適用してきた。
************************************************************************************************
　【中国経済最新統計】
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	2005年
	10.4
	
	12.9
	1.8
	27.2
	1020
	28.4
	17.6
	0.8
	▲0.5
	17.6
	9.3

	2006年
	11.6
	
	13.7
	1.5
	24.3
	1775
	27.2
	19.9
	▲5.7
	4.5
	15.7
	15.7

	2007年
	13.0
	18.5
	16.8
	4.8
	25.8
	2618
	25.7
	20.8
	▲8.7
	18.7
	16.7
	16.1

	2008年
	9.0
	12.9
	21.6
	5.9
	26.1
	2955
	17.2
	18.5
	▲27.4
	23.6
	17.8
	15.9

	2009年
	9.1
	11.0
	15.5
	1.9
	31.0
	1961
	▲15.9
	▲11.3
	▲14.9
	▲16.9
	27.6
	31.7

	2010年
	10.3
	15.7
	18.4
	3.3
	24.5
	1831
	31.3
	38.7
	16.9
	17.4
	19.7
	19.8
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	9.6
	13.3
	18.8
	3.6
	23.2
	169
	25.1
	24.4
	12.2
	6.1
	19.0
	18.5

	10月
	
	13.1
	18.6
	4.4
	23.7
	271
	22.8
	25.4
	8.7
	7.9
	19.3
	19.3

	11月
	
	13.3
	18.7
	5.1
	29.1
	229
	34.9
	37.9
	28.1
	38.2
	19.5
	19.8

	12月
	9.8
	13.5
	19.1
	4.6
	20.4
	131
	17.9
	25.6
	9.2
	-13.3
	19.7
	19.9
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	9.2
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	19.9
	4.9
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	65
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	16.6
	11.4
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	14.9
	11.6
	4.9
	－
	-73
	2.3
	19.7
	-10.9
	32.2
	15.7
	16.2

	3月
	9.7
	14.8
	17.4
	5.4
	31.2
	1
	35.8
	27.4
	10.5
	32.9
	16.6
	16.2

	4月
	
	13.4
	17.1
	5.3
	37.2
	114
	29.8
	22.0
	8.2
	15.2
	15.4
	15.8

	5月
	
	13.3
	16.9
	5.5
	33.6
	130
	19.3
	28.4
	12.1
	13.4
	15.1
	15.4

	6月
	9.5
	15.1
	17.7
	6.4
	11.8
	223
	17.9
	19.0
	6.6
	2.8
	15.9
	15.2

	7月
	
	14.0
	17.2
	6.5
	27.7
	315
	20.3
	23.0
	2.7
	19.8
	14.7
	15.0

	8月
	
	13.5
	17.0
	6.2
	33.4
	178
	24.4
	30.4
	6.4
	11.1
	13.6
	14.8

	9月
	9.1
	13.8
	17.7
	6.1
	27.3
	145
	17.0
	21.1
	-3.5
	7.9
	13.1
	14.3

	10月
	
	13.2
	17.2
	5.5
	34.1
	170
	15.8
	29.1
	-0.6
	8.7
	16.7
	14.1

	11月
	
	12.4
	17.3
	4.2
	21.4
	145
	13.8
	22.6
	-12.9
	-9.8
	16.2
	14.0
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	8.9
	12.8
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	4.1
	5.7
	165
	13.3
	12.1
	-15.4
	-12.7
	17.3
	14.3
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	1月
	
	
	
	4.5
	25.3
	273
	-0.5
	-15.0
	4.6
	10.8
	16.6
	14.8

	2月
	
	21.3
	
	3.2
	－
	-315
	18.3
	40.3
	38.7
	-0.9
	17.8
	15.0

	3月
	8.1
	11.9
	15.2
	3.6
	21.1
	53
	8.8
	5.4
	-6.5
	-6.1
	18.1
	15.7

	4月
	
	9.3
	14.1
	3.4
	19.2
	184
	4.9
	0.4
	-26.1
	-0.7
	17,5
	15.4

	5月
	
	9.6
	13.8
	3.0
	21.0
	187
	15.3
	12.7
	-6.1
	0.0
	17.9
	15.7

	6月
	7.6
	9.5
	13.7
	2.2
	21.8
	317
	11.3
	6.3
	-16.3
	-6.9
	18.5
	16.0

	7月
	
	9.2
	13.1
	1.8
	20.6
	251
	1.0
	5.7
	-7.8
	-8.6
	18.9
	16.0

	8月
	
	8.9
	13.2
	2.0
	19.4
	267
	2.7
	-2.7
	-12.7
	-1.4
	18.4
	16.1

	9月
	7.4
	9.2
	14.2
	1.9
	23.1
	277
	9.8
	2.3
	-6.4
	-6.8
	19.8
	16.2

	10月
	
	9.6
	14.5
	1.7
	22.4
	320
	11.5
	2.2
	1.8
	-0.2
	14.6
	15.9

	11月
	
	10.1
	14.9
	2.0
	20.0
	196
	2.8
	-0.1
	
	
	
	


注：1.①「実質GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。

2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意

されたい。また、(　　)内の数字は1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。

　　3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。

出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。
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